



The Defense of Simultaneous Performance and the 










請負残代金支払の違約金として，遅滞日数 1l3につき遅滞額の 1000分の lを
支払う旨の特約があったため(平成 12年改正前の約款。現住の約款による遅

































































禁止されないとされている(最判昭和 51年 3月4日民集 30巻 2号48頁，最


























































































































































滞日数1日につき契約額の 1000分の 1，報酬支払の違約金として遅滞日数 l日
につき遅滞額の 1000分の lを支払う旨の特約があった。 Xは，昭和 59年4





































































































































































































































































































































































































































































































































(3 ) 内山・前掲 150頁。
(4) 平野裕之『民法総合5J1(2007年，信山社)582頁。
( 5 ) 拙稿「建築請負契約における『完成J概念と『破庇」概念J明治大学法科大学
院論集第7号 183頁以下を参照。
(6 ) 八木一洋「平成9年度最高裁判例解説JI187頁。
(7) 森田宏樹「判例評釈Jr平成9年度重要判例解説Jl(ジュリスト 1135号)81頁。
(8 ) 森田・前掲81頁。
(9) 内山尚三「現代建設請負契約法(再増補)Jl(1999年，一粒社)6頁。
(10) 学説の呼称は，近江幸治「民法講義V 契約法Jl(2003年，成文堂)234頁に
依拠した。
(11) 以下，我妻・前掲620頁ないし 630頁。なお，松阪・前掲201頁.末川博『契
約法下JI(1975年，岩波書庖)188頁，来栖三郎「契約法Jl0974年，有斐閣)
479頁，鈴木禄弥「債権法講義 (4訂版)Jl (2001年，創文社)630頁，内田貴
「民法H債権各論〔第2版J.I(2007年，東大出版会)264貿，田山輝明「債権各
論 中巻Jl(2001年，成文堂)73頁も同旨。なお，広中俊雄「債権各論講義(第
6版)Jl0994年，有斐閣)268頁も，建築請負契約においては同旨となろう。
(12) 末弘厳太郎「債権各論.1(1918年，有斐閣)703頁。なお，鳩山秀夫「増訂
-71ー
法科大学院論集第8号
日本債権法各論(下巻H0924年，岩波書厨)596頁は，請負人が材料を供給し
た場合，仕事完成後引渡前に履行不能を生じたときは，目的物が特定物か否かで
区別して，民法534条を適用すべきであるとしている。
(13) 岡村玄治『債権法要論(各論H(1951年，中大出版社)159頁。
(14) 水本浩「契約法J0995年，有斐閣)324頁。
(15) 笠井修「請負契約と危険領域の確定」成城法学51号87頁以下(1996年)，同
「建設請負契約のリスクと帰責J(2009年， 日本評論社)13頁以下。川弁健『民
法概論4J(2006年，有斐閣)289頁，近江・前掲235頁，平野・前掲575頁も
同旨。
(16) 能見善久「判批」法学協会雑誌95巻9号181頁以下。
(17) これ以外の約款については，笠井・前掲「建設請負契約のリスクと帰責J40 
頁ないし42頁安参照。
(18) 民間(旧四会)連合協定工事請負契約約款委員会編著「民間 (1日四会)連合協
定工事請負契約約款の解説J(2009年，大成出版社)75頁。
(19) 民間 (1日四会)連合協定工事請負契約約款委員会・前掲80頁。
(20) 笠井・前掲『建設請負契約のリスクと帰責J45頁ないし 9頁のドイツ法の検
討を参照。
(21) 細稿・前掲「建築請負契約における『完成J概念と『璃庇』概念J190頁。
(2) この点について，石岡穣「民法V 契約法J0982年，育林苦手院)332頁は，
目的物が毅鎖した場合の損失負担について，両当事者に帰責事由がない場合，
「建物などの土地工作物の毅損の場合，民法635条但書の趣旨により請負人には
報酬請求権が生じ注文者には報酬減額請求権および瑠庇修補請求権が生じると解
すべきであろう。Jとしている。
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